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 液状化調査・対策の動向 
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１．液状化現象および戸建て住宅の被害のメカニズム
２．戸建て住宅の液状化対策
３．能登半島地震震による液状化被害と対策の現状
４．液状化ハザードマップの作成とその限界
５．戸建て住宅の液状化対策を進めるために
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地震の揺れにより地盤
が液状化するメカニズム

土粒子はバラバラになり
σv0’は間隙水圧だけで支

えて過剰になる
→地表に砂とともに噴出
→圧縮により地盤が沈下σv0’は土粒子間

力で支え、間隙
水圧は静水圧

土粒子の噛み合わ
せが徐々にはずれ、
σv0’は土粒子間力と

間隙水圧で分担

家の重さW1

土の重さW2地下水位

W=W1+W2

σ’vo
u uu

σ’vo
uσ’vo

σ’voσ’vo

W=σ’vo×A + u×A

土粒子＋
地下水

土粒子

１．液状化現象および戸建て住宅の被害のメカニズム
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液状化が発生する条件
①地下水位以下の、
➁緩く堆積した、
➂砂層に、
④震度5弱程度以上の地震
が襲った場合

地下水位が深いと液状化
する層が薄くなったり、
深い層が液状化しても地
表まで過剰間隙水圧が伝
播してこなくて構造物が
被害を受け難い。

液状化による被害が発生
し易い条件
①地下水位が浅く、
➁緩く堆積した、
➂砂地盤に、
④震度5弱程度以上の地震
が襲った場合

地下水位
が浅く

地下水位
が深いとか、

緩く堆積した砂地盤

締まっているとか、
粘性土や砂礫地盤

液状化して被害が発生
液状化しないとか、地下水位以下の薄
い層が液状化しても被害は発生しない
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模型地盤内の間隙水圧の上昇と噴砂の
発生のタイミング

(1) 建物から離れた地盤での過剰間隙水圧比

(2) 建物直下の地盤での過剰間隙水圧比
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(3) 建物のめり込み沈下量

0 20 40 60 80

-4

0

4

8

12

16

Time (sec.)
P

e
n
e

tr
a

ti
o
n

s
e
tt

le
m

e
n

t 
(c

m
)

34秒時点での建物のめ
り込み沈下
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最終めり込み沈
下量=14.1 cm

緩い
砂

P-20

P-14P-15

最終めり込み沈
下量= - 4.1 cm

地下水面GL-
0.25m

安田進・平出務・金子雅文・三上和久・尾澤知憲：薄鋼
矢板を用いた液状化被害軽減工法の開発―１／４スケー
ル振動台実験―、第14回日本地震工学シンポジウム講演
集，pp.540-549，2014.

➢ 加振開始5秒後に建物間と建物直下深部で液状化。

➢ 30秒には建物直下浅部も液状化。



建物のめり込み沈下と地表面の沈下の時間経過

(2) 34秒後でのめり込み沈下
状況

(3) 70秒後に建物際から噴水
発生

建物際から噴水
発生

(1) 26秒後に土槽の際付近か
ら噴水発生

盛上り

めり込み沈下

土槽の際付近から
噴水発生

めり込み沈下、盛上り、噴水の写真

0 6030

0

8

加振開始からの時間 (秒)

沈
下
量

(c
m
)

16

4

12

10800 (3時間)

A B D

A: 緩い砂で液状化が発生
B: めり込み沈下が加速
C: 土槽の際付近から噴水発生
D: 加振終了
E: 建物際から噴水発生

C E
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A：5秒後あたりから建物の地盤へのめり込み沈下開始。
B：10秒あたりでめり込み沈下加速。
C：26秒あたりで土槽の際から噴水発生開始。
D：加振終了
E：建物際から噴水発生開始。

➢ 地表面の最終沈下量は約3㎝。

➢ 建物の地盤へのめり込み最終沈下量
は約14㎝。
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振動台実験や地震時の動画などから考察される液状化による建物のめり込み
沈下や傾斜発生のメカニズム

➢ 噴水や噴砂が発生してできた穴に落ち込んで建物がめり込み沈下するのではなく、
液状化によって軟化（せん断剛性が急減）した地盤に建物の荷重によりめり込ん
で沈下する。その際建物下の地盤を横方向に押しのけるため、建物周囲の地表面
が少し盛り上がる。

➢ 液状化層からの間隙水の絞りだしおよびそれに伴う体積圧縮はゆっくりと生じる
ため、地表面の沈下もゆっくり生じる。

液状化し易い層

地表面

P

地震

液状化発生

地表面

P

沈下

液状化および締まった層

地盤の沈下量 建物のめり込
み沈下量

地表面
傾斜角

P

総沈下量

傾斜

P



 

液状化
地盤の圧縮沈下 家屋のめり

込み沈下

地震後地表面

傾斜

P

液状化
地盤の圧縮沈下

地震後地表面

P

地震後地表面

傾斜

液状化

家屋のめり
込み沈下

P

地震後地表面

地震後地表面

傾斜

液状化

家屋のめり
込み沈下

地震後地表面

P

液状化お
よび流動

家屋のめり
込み沈下

地震後地表面

傾斜

液状化

地盤の圧縮・流
動による沈下

P

P

傾斜

地震後地表面

タイプA-1（地下水位浅い）

タイプC-2（緩やかな傾斜地盤の流動）

タイプC-1（護岸背後地盤の側方流動）タイプB-1 （地下水位浅い）

タイプB-2 （地下水位深い）タイプA-2 （地下水位深い）

液状化層の条件と戸建て住宅のめり込み沈下の関係
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浦安、地震発生12日後

2棟の傾斜例近接してい
る住宅同士
が傾斜に与
えた影響の
事例

(a)1棟独立 （ｂ）2棟が近接 (c)4棟が近接

傾く方向

建物の傾斜に与える隣接建物の影響

➢ 2棟が近接していると
お互いに内側に傾斜。

➢ 4棟が近接していると
中心に向かって傾斜。
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4棟の傾斜例
（浦安）
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地下水位の影響に関する残留変形解析“ALID”での解析例

安田進・石川敬祐：
地下水位低下が戸建
て住宅の液状化対策
に与える効果，日本
地震工学会論文集，
第15巻，第7号（特
集号），pp.205－219，
2015.

➢近接している
と内向きの傾
きが大。

➢地下水位が深
くなると傾か
なくなる。

近接する建物の影響で傾斜するメカニズムに関する実験と解析



千葉市と習志野市（住宅が
密集している地区）のデー
タのみ

神栖市と潮来市（住宅
があまり密集していない
地区）のデータのみ

東日本大震災で被災し
た都市における平均め
り込み沈下量と傾斜角
の関係の調査結果
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（「造成宅地の耐震対策に関する研究
委員会報告書ー液状化から戸建て住宅
を守るための手引きー（公社）地盤工
学会関東支部」より）

橋本隆雄・安田進・山口亮：東北地方
太平洋沖地震による液状化被災地区に
おける住宅の傾斜とめり込み沈下量の
関係、第47 回地盤工学研究発表, 

pp.1487-1488, 2012.
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分類 判定基準

全壊
四隅の基礎や床の傾斜の平均が20分の1以上

床上1mまで沈下（雨天時に床上1m浸水）

大規模
半壊

四隅の基礎や床の傾斜の平均が60分の1以上で20分の1未満

床まで沈下（雨天時に床上浸水）

半壊
四隅の基礎や床の傾斜の平均が100分の1以上で60分の1未満

基礎の天端25cmまで沈下（雨天時に床下浸水）

東日本大震災後に出された液状化による被害の新判断基準（内閣府，2011年5月2日）

浦安市における認定結果の推移

浦安市による（2011年9月3日時点）

12

➢ 傾斜と沈下量による液状化による被害の判
断基準が示されたため、液状化による被害
が明確になった。

➢ 液状化により少し傾くだけで生活できなく
なり、持ち上げて水平化する沈下修正が必
要が広く認識されるようになった。

➢ 沈下修正だけ(液状化対策なし）でも300万
円～500万円程度必要、他に外構などと修復

費も必要。

復旧にあたってジャッキで
家を持ち上げている事例



＜第４編 液状化等の地盤被害 による被害＞ 
令和７ 年 ７ 月 内閣府（防災担当） 
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現在の内閣府の災害に係る住家の被害認定基準運用指針



浦安

(小川氏の撮影による)

東日本大震災時の液状化による東京湾岸の市街地の平面道路の被害

路面の突き上げ

新木場

路面の凸凹

ディズニーランド駐車場

噴水・噴砂

浦安消防署今川支所

地盤の沈下にともなう段差

14（我孫子市による）

電柱の傾斜・電線の垂れ下り

路面の突き上げ

浦安



http://www.youtube.com/watch?v=Baw7Pe6uEdg

東日本大震災の際に液状化が自動車の走
行に影響を与えた例

地震翌日に駐車場で撮影

③宮城県の亘理町で津波からの避難に
影響を与えた。

0   1   2   3  4 km

0   1   2   3  4 km

自宅

動画を撮られた人の証言
避難場所まで
通常：10分
液状化のため：45分
直後に津波来襲

②太平洋岸の埋立地で、構内道路が液状化で
突上げて車両通行困難になった火力発電所も
あった。

浦安 東日本大震災

①東京湾岸埋立地で多くの自動車が動けな
くなった。
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http://www.youtube.com/watch?v=Baw7Pe6uEdg


1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2020年

液状化による被害が
多く発生した地震

各構造物の設計基準類
に液状化が取り入れた

時期

地盤工学会における
液状化の講座・本

「基礎工」の特集で液
状化が扱われたもの

◎地盤改良工
法の現状

◎地震と災害

◎既存構造物のため
の地盤液状化対策

◎地震と基礎工

 講座「地盤
の液状化」

港湾・道路橋・
建築・鉄道・
タンク

◎地盤の液状化
とその対策

水道・下水道・
LNG・鉱さい・
高圧ガス・農業・
共同溝・原子力

 液状化対
策工の本

 液状化に関す
るシンポジウム

 液状化対策工
の本の改訂版

東日本大震災日本海中部地震新潟地震 阪神・淡路大震災

◎最近の液状化
対策・実施例

◎最近の液
状化対策

地下水位低下

人工材料ドレーン

グラベルドレーン

事前混合処理

注入固化

不飽和化

排水付鋼材

格子状改良
深層混合処理

振動棒（バイブロロッド）

静的圧入締固め（コンパクショングラウチング）

静的サンドコンパクションパイル

重錘落下締固め（動圧密）
マンモスバイブロタンパー

バイブロフローテーション
振動式サンドコンパクションパイル

衝撃締固め

高圧噴射撹拌

砂圧入式締固め

密度増大
(締固め)

工法

表層

固化工法

機械撹拌

高圧噴射

その他

排水工法
自然材料

人工材料

その他工法

深層

：工法が開発された時期

液状化が設計基準類に取り入れ始めた時期と液状化対策技術の開発経緯

安田進：液状化対策技術
の現状と展望、基礎工、
Vol.49、No.5、pp.2-5、
2021. 16

➢ 1980年代にほとんどの構
造物の設計基準類で液状化
が考慮されるようになった。

➢ 建築物のうち中・高層ビル
は１９７０年代から液状化
を考慮するようになったが、
戸建て住宅は未だ考慮して
建てられていない。

➢ 液状化を発生させない対策
工法も１９８０年代頃まで
に多く開発されてきた。

16

２．戸建て住宅の液状化対策



大別した工法名 対策の考え方 具体的な工法例

密度増大工法
締め固めることにより液状化抵抗を
増加

サンドコンパクション工法、重錘落下締固め
工法、転圧工法、コンパクショングラウティ
ング工法

固結工法
セメントなどの安定剤を添加、混合
あるいは注入して液状化抵抗を増加

深層混合処理工法、中層混合処理工法、事前
混合処理工法、浸透固化処理工法

置換工法
液状化の危険性がある層を掘削除去
し危険性のない砕石などで置換

置換工法

地下水位低下工
法

地下水位上の非液状化層を厚くし、
地下水位以下の有効応力を増加させ
て液状化液状化抵抗を増加

排水溝工法、揚水工法

間隙水圧消散工
法

地盤の透水性を高め過剰間隙水圧の
上昇を抑制

柱状ドレーン工法、巻き立てドレーン工法、
排水機能付き鋼材工法

せん断変形抑制
工法

地中壁などで地盤を囲み地震時のせ
ん断変形を抑制

連続地中壁工法、格子状深層混合処理工法、
シートパイル工法

これまで開発・適用されてきた液状化対策工法

(1) 液状化の発生そのものを防止する対策

17



大別した工法名 具体的な工法例

堅固な地盤による支持 杭基礎

基礎の強化 直接基礎の強化

浮上り量の低減 浮上り防止矢板、地中構造物の重量化

地盤変位への追従 埋設管の可撓継手

液状化後の変形の抑制 盛土に対するシートパイル締切工法

(2) 液状化の発生は許すが施設の被害を軽減する対策（構造的対策）

18
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地盤を締め固めるサンドコンパクションパイル工法

広い範囲の地盤を液状化させない代表的な対策工法
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ドレーン材

過剰間隙水圧を逃がす柱状ドレーン工法地盤にセメントを混ぜて固める深層混合処理工法
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狭い範囲の地盤を液状化させない代表的な対策工法

浸透固化処理工法圧入式締固め工法 高圧噴射攪拌工法

浦安
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東日本大震災後に地盤工学会関東支
部で開いた委員会で作成した手引き

目次

➢ 本手引きの目的と検討項目

➢ 液状化の発生および液状化による戸建て住
宅の被害メカニズム

➢ 液状化による戸建て住宅の被害に対する軽
減方法の考え方

➢ 東日本大震災による戸建て住宅の被災状況
➢ 戸建て住宅の液状化判定方法および調査

➢ 液状化による戸建て住宅の沈下量・傾斜量
および地盤の沈下量・流動量の推定方法

➢ 戸建て住宅の液状化被害の軽減方法
➢ 新設戸建て住宅の液状化被害の軽減方法
➢ 既設戸建て住宅の液状化対応方法
➢ 今後の課題と将来に向けて

地盤工学会関東支部：造成宅地の耐震対策に関する研
究委員会報告書ー液状化から戸建て住宅を守るための
手引きー、209p、2013．



 

液状化対策費用

施
工
面
積

50m

×50m

100m

×100m

10m

×10m

1万円/m2 10万円/m25万円/m2

振動式SCP

工法

静的締固
砂杭工法

深層混合
処理工法

高圧噴射
撹拌工法

既設構造物直下も
対応可能な工法

※ 液状化深さ8mとした
試算。地盤条件、施工条
件等によって異なります。

白抜きは砂の圧入
による密度増大工法。
黒塗りはセメント固
化系地盤改良工法

圧入式締固
工法

開発が期待
される工法

液状化対策費用

施
工
面
積

50m

×50m

100m

×100m

10m

×10m

1万円/m2 10万円/m25万円/m2

振動式SCP

工法

静的締固
砂杭工法

深層混合
処理工法

高圧噴射
撹拌工法

既設構造物直下も
対応可能な工法

※ 液状化深さ8mとした
試算。地盤条件、施工条
件等によって異なります。

白抜きは砂の圧入
による密度増大工法。
黒塗りはセメント固
化系地盤改良工法

圧入式締固
工法

開発が期待
される工法

大型の施工機械で大量施工が可能になるほどコストは低い。
施工面積が小さいと施工機械が小型化して施工能率が低
下したり、運搬費用などの間接的な費用がコストに占める割
合が大きくなりコストは高くなる

戸建て住宅への既往の地盤改良方法の適用性の考え方

（地盤工学会関東支部による）
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➢ 個々の宅地のスペースが狭いので，狭
隘な場所で施工ができる小型の施工機
械が必要。

➢ 家屋が隣接していると隣家に悪影響を
与えないように注意する必要がある。

➢ 個々の財産なので公共構造物に比べて
多大な費用をかけにくく，安価な対策
しか実施し難い。

➢ 新設の場合と既設の場合で対策に必要
な費用が大幅に異なる。

新設・既設の戸建て住宅に液状化対策を
施す場合に制約を受ける特有な条件

施工面積と対策工費の関係

地盤工学会関東支部造成宅地の耐震対策に関
する研究委員会：液状化から戸建て住宅を守
るための手引き，209p.，2013．



液状化

0m

-1m

-8m

非液状化層または支持層

（1）地盤の層状締固め

締固め領域

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化層または支持層

（2）地盤の層状固化

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化層または支持層

（3）格子状・セル状改良

液状化

0m

-1m

-8m

支持層

（5）地盤の柱状改良

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化または持層

（6）水圧消散

排水層

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化層または支持層

（7）壁状締切

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化，支持層

（8）こま型基礎

砕石

手引きに示した個々の対策案

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化層または支持層

（9）かさ上げ盛土

液状化

0m

-1m

-8m

支持層

（4）既製杭支持

（地盤工学会関東支部，アイ
デアだけのものも含む）
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➢ それでも戸建て住宅
に対する新しい工法
はあまり開発されな
かった。

狭い土地に住宅を新設する場合



狭い土地にある既設の住宅に対策を施す場合

（1）建物直下の層状締固め

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化または支持層

（2）建物直下の浸透固化

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化，支持層

（3）既製杭支持

液状化

0m

-1m

-8m

支持層

（4）柱状改良

液状化

0m

-1m

-8m

支持層

（5）家の周囲の格子状改良

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化，支持層

修正

（6）地下水位低下

液状化

0m

-1m

-8m
非液状化，支持層

矢
板

井戸

（7）壁状締切り

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化，支持層

（8）不飽和化

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化層

（9）過圧密

液状化

0m

-1m

-8m

非液状化，支持層

（注）アイデアだけのも
のも含む
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杭基礎と柱状改良における留意事項

建物は沈下しない
が少し抜け上がる。

支持力はなくなるので建物は
沈下・傾斜する。

建物は沈下しなくても地盤
全体は液状化後圧縮沈下す
るので、液状化層厚の5％程
度杭は抜け上がる。

杭基礎で非液状
化層により支持
されている場合

柱状改良で建物
の支持力を確保
しているだけの
場合

柱状改良で非液
状化層まで施工
されている場合

0
-1.0

-10.0

緩い砂

締まった砂

深度(m)

0
-1.0

-9.55

液状化

非液状化

深度(m)

0
-1.0

緩い砂

締まった砂

深度(m)

-5.0

0
-1.0

液状化

非液状化

深度(m)

-4.8

0
-1.0

-10.0

緩い砂

締まった砂

深度(m)

-5.0

0
-1.0

-9.55

液状化

非液状化

深度(m)

-5.0
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地盤工学会浅層盤状改良によ
る宅地の液状化対策研究委員
会：浅層盤状改良による宅地
の液状化対策の合理的な設計
方法の研究報告書，2012.

https://www.jiban.or.jp/?page_id=424

地盤工学会浅層盤状改良対策研究委員会の研究成果

遠心載荷実験

➢ 改良厚さが3mの場合はめ
り込み沈下量は約8㎝。

➢ 改良厚さが4.5mの場合は
めり込み沈下量は約5㎝。



28

➢ 建物下に3～4mの厚さ盤状
に地盤改良すれば被害は防
げる。

半壊まで至らない軽微な被害で留まる
限界のめり込み沈下量

改良厚とめり込み沈下量関係に関するGeoAsiaとALIDによる解析



①斜め施工による既設住宅への圧入式締固め工法

 

道路

液状化し易い層

液状化し難い層

モルタルを圧入する
ことにより周囲の地
盤を締め固める

東日本大震災後に検討、開発された個々の宅地の対策方法例

三信建設工業㈱
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河野聡平・足立雅樹・
岡見強・新坂孝志：静
的圧入締固め工法
(CPG工法）による戸

建て住宅の液状化対策
実証実験，第48回地盤

工学研究発表会，
pp.935-940, 2013．



②新築の戸建て住宅用に小型化した砕石締固め・排水工法 ㈱不動テトラ

液状化し易い層

液状化し難い層

直径40cmから
50cmに拡径して

周囲地盤を締め
固め、地震時に
は砕石からの排
水効果をもたす

新設の住宅に適用した事例
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原田健二・大林淳・吉富宏紀：宅地地盤
の液状化対策工法の開発と適用―小型締
固め式グラベルドレーン工法―、地盤工
学会誌、Vol.61、No.4、pp.22～25、
2013.



③新築・既設の戸建て住宅への矢板締切工法 住友林業㈱

液状化

非液状化

軽微な沈下

液状化しても外
に出ない

新設の住宅に適用した事例 既設の建物に適用した事例
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平出務・安田進・藤野一・金
子雅文・佐々木修平・三上和
久・尾澤知憲：薄鋼矢板を用
いた液状化被害軽減工法の開
発、地盤工学会特別シンポジ
ウム－東日本大震災を乗り越
えて－，pp. 454-462，2014.
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能登半島地震を受けて開発されたばかりの小型締固め機

A：直径40cm

程度のケーシ
ング。

B：打ち戻しに
より直径60cm

程度に拡径し、
砂杭間の地盤
を締め固める。

➢ 宅地でも施工可能。
➢ 構造物から2mの離隔まで施工可能。

㈱不動テトラで開発された施工機



地下水位低下工法

格子状地中壁工法

国土交通省都市局都市安全課「市街地液状化対策推進ガイダンス」
http://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_fr_000005.html

（国土交通省による）
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➢ 東日本大震災の8か月後に国土交通省により「市街地液
状化対策事業」が創設。ある地区内の道路や下水道など
の公共施設と民間の宅地とを，一体化して液状化対策を
施そうとするもの。

➢ この事業を適用できる条件としては，i) 面積が3,000㎡
以上でありかつ区域内の家屋が10戸以上のもの，ii) 土
地所有者・借地権者それぞれの2/3以上の同意が得られ
るもの，iii) 公共施設と宅地との一体的な液状化対策
が行われているものと認められるもの，とされた。

➢ この事業では二つの大きな課題があった。一つめは技術
的な課題で，既存の住宅地を家が建ったままでどんな方
法で対策を施せるかであり，二つ目の課題は住民の合意
形成をいかにとるかである。

市街地液状化対策事業

東日本大震災で被災した住宅地全体の液状化対策



1）地下水位の低下量の設定方法
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地下水位低下工法を実施するために実証実験な
どで検討された事項

平均値μ 2.007
標準偏差σ 0.949
データ数n 4305

0
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1000

0～0.5 0.5～1 1～1.5 1.5～2 2～2.5 2.5～3 3～3.5 3.5～4 4～4.5 4.5～5

地下水位(m)

頻
度

一部損壊
μ-σ μ μ+σ

平均値μ 1.776
標準偏差σ 0.827
データ数n 1336

0
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地下水位(m)
頻
度

大規模半壊
μ-σ μ μ+σ

平均値μ 1.378
標準偏差σ 0.965
データ数n 9
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-1.38m
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-1.84m

平均水位：
-1.78m
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-2.01m
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地下水位(m)

地震後に調べられた浦安市の被災程度と地下水
位(浦安市による）

地震 住宅地
被害と無被害の境の地下

水位
1983年日
本海中部
地震

秋田市新
屋松美町

地震動の推定値によって
異なるが、GL-1.5m～-
2.5m

2000年鳥
取県西部
地震

米子市安
倍彦名団
地

地下水位が深いと傾きが
小さくなり、10/1,000の傾き
で判断するとGL-1.6m程度

2007年新
潟県中越
沖地震

柏崎市橋
場町

地下水位が深いと被害程
度が軽くなる

3つの地震で被害を生じた地下水位の境界

(石原によ
る）



東日本大震災で被災した浦安の2地区の宅地におけ
る地下水位の調査例

入船4丁目の地下水位
分布
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計測結果
江戸川臨海

5)

入船調査

美浜調査

地下水位と住宅被害の関係

美浜3丁目の地下水位
分布

地下水位の時間変化と累積降雨量

安田進・石川敬祐：地下水位低下が戸建て住宅の液状化対策に与える効果，日
本地震工学会論文集，第15巻，第7号（特集号），pp.205－219，2015.



国土交通省で平成26 年3 月に出された市街地液状化対策推進ガイダンス
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7

基礎下の非液状化層が薄い
ので支持力不足ですぐ沈下
するか、液状化層から絞り
出された間隙水が上昇し支
持力不足になって沈下する。

液状化層から絞り出された
間隙水の上昇と、地割れか
らの噴水が基礎下に達する
ことにより、支持力不足に
なって沈下するか、しないか
分かれる。

液状化層から絞り出された
間隙水の上昇と地割れか
らの噴水とも基礎下付近ま
で達せず、支持力は残った
ままで沈下しない。噴水も
地表に達しない。

地下水位がGL-1mの場合 地下水位がGL-2mの場合 地下水位がGL-3mの場合

直接液状化

地震前地下水位

直接液状化

地震前地下水位

直接液状化

地震前地下水位

1
.0

2
.0

3
.0

1
.0

2
.0

体積圧縮
で上昇す
る地下水
位

体積圧縮
で上昇す
る地下水
位

体積圧縮
で上昇す
る地下水
位

(単
位
：
m

)

(単
位
：
m

)

(単
位
：
m

)

地下水位を3m程度の深さ
まで下げておくとめり込
み沈下し難いメカニズム
として考えられる私案



礫

砂

排水パイプ
(φ200 -

300mm)

シートt

排水管

シート

礫

排水管

浅井戸
用ポンプ

ストレーナ管

➀開削工法で排水
管設置

➁推進工法で
排水管設置

➂浅井戸の設置

2）地下水位の低下方法
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神栖市

千葉市

開削工法

推進工法



①当初は宅地内へも排水管を設置することを想定

②実証実験結果によると、40m程度離れた道路だけに設置する配置で宅地内の地下水位も

下がった。→宅地内への設置は不要になった。

0 10 20 30
-5

-4

-3

-2

-1

0
W2 W4W3

地表面

低下前の地下水位

水位低下開始20日後

120日後40日後 80日後
排水管

排水管

深さ
(m)

マンホール No.1 マンホール No.2

-1

0

-2

-3

-4

W2 W3 W4

39m
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3）水位低下のための排水管や浅井戸の設置間隔

38



①従来の方法：大きな沈下量

②実証実験や詳細な地盤によって
得られた知見：沈下量は少ない
＜理由1＞間隙水圧の低下分布が仮定と異なる
＜理由2＞表層が過圧密になっているとが多い

 

砂礫層

圧密沈下検
討対象層

圧力分布

砂礫層

圧密沈下検
討対象層

圧力分布
有効上載
圧増加分

地下水汲
みあげ

砂礫層

圧密沈下検
討対象層

圧力分布
有効上載
圧増加分

地下水汲
みあげ

地下水位低下による間隙水圧と有効上載圧の変化の推定違い

都市名

実験結果

期間 地表面沈
下量 (cm)

神栖市 60 日後 0.1 ～ 0.5

我孫子市 最終 約 5 

久喜市 30 年後 7.8 

地下水位低下前 低下後の推定値 低下後の実測値
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4）地下水位低下に伴う地盤の沈下量の推定方法



千葉市美浜区磯辺4丁目の集排水管位置と地下水位低下結果

0 100 (m)

集
排
水
管

対策後（2020年6月13日時点）
集排水管延長：2160m
宅地の標高：

T.P.+3.6～+3.8m

対策前（2018年9月3日時点）
宅地数：260宅地
宅地の標高：

T.P.+3.6～+3.8m

T.P.＋2.18m
G.L.-1.63m

T.P.＋2.13m
G.L.-1.41m

T.P.＋2.05m
G.L.-1.56m

T.P.＋1.88m
G.L.-1.57m

T.P.＋1.50m
G.L.-2.03m

T.P.＋1.6m

磯辺4丁目地
区

:地下水位
:地表面標高
:間隙水圧 + 地表面標高

測定

: 止水矢板

すべての地点がCで
ないことを確認して
事業終了

（千葉市による）
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➢ 地下水位低下工法で6

都市，格子状地中壁工
法で1都市，側方流動
対策で1都市が対策さ
れた。

➢ 2016年熊本地震の復
旧にあたっても地下水
位低下工法が適用され
た。

➢ コンビナートでは大型
のタンクや建物は液状
化対策を施すように
なっているが，道路や
倉庫などの小規模構造
物では対策が施されて
いないので，このよう
な敷地全体の対策を施
すと良い。



0 500 1000 (m)

N

蓮町

0 500 1000 (m)

N

0 500 1000 (m)

N

常光寺・堀江地区横田地区

0 500 1000 (m)

N

伏木地区

吉久地区

港町地区

0 500 1000 (m)

N間島・栄町

北大町

中央町
・比美
町

0 500 1000 (m)

N：当初の液状
化想定範囲

：液状化対策
範囲(案)

黒埼地区

天野地区

0 500 1000 (m)

N

宇野気・七窪地区

七窪地区

上山田地区

N

0 500 1000 (m)

内高松地区

横山地区0 500 1000 (m)

N

大川町北
新地区 大川町桜ケ丘

地区

御坊山地区

本町・的場町
千里浜町
・島出町

0 500 1000 (m)

N

N

0 500 1000 (m)

鶴ヶ丘

大根布

旭ケ丘、向粟崎

N

0 500 1000 (m)

西荒屋

室

宮坂

羽咋
新潟

氷見

かほく北部

かほく南部

高岡北部 富山

滑川

内灘北部

内灘南部

高岡南部金
沢

:市街地で広く
 液状化が発生
 した地区

(地理院地図4)に
加筆）

能登半島地震により市街地で広く液状化が発生した地区

安田進：能登半
島地震で被災し
た都市で進めら
れている宅地液
状化防止事業，
日 本 地 震 工 学
会・大会-2024梗
概集，2025.（投
稿中）
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富山

金沢

新潟

内灘
かほく

羽咋 氷見
射水滑川高岡

X
震央

３．能登半島地震震による液状化被害と対策の現状
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(1) 液状化した微地形

微地形 液状化した都市

砂丘内陸側縁辺部・砂丘間低地 内灘町、かほく市、金沢市、羽咋市、新潟市

旧河道 新潟市、羽咋市、富山市

砂州 氷見市、射水市

埋立地 高岡市

水田上の盛土地 高岡市

➢ 詳細に調べていくと，後述するように砂丘内陸側縁辺部でも砂丘を人工的に
切った範囲が液状化し，氾濫平野と分類されていても実際には江戸時代に埋め
立てられた土地であることが判明した箇所もあった．

能登半島地震による宅地の液状化被害の特徴
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(2) 再液状化の発生

新潟市における1964年新潟地震で液状化し
た地区の再液状化

2024年能登半島地震で
液状化した区域

➢ 善久、小針、天野とも60年前の1964年新
潟地震の際に液状化が発生していた。

➢ 他地区でも再液状化した箇所あり。

噴砂が
見ら

れ

た
路地

沈下
・傾斜

した
住宅

かほく市における1891年濃尾地震で液状化し
た箇所の再液状化

岐阜大学：郷土資料(10) 濃尾地震のアン
ケート調査報告 石川県の部、昭和54年．

➢ 同じ箇所で133年前に液状化していた。



（内閣府による）

富山県における1858年飛越地震による液状化地区

地名 被害状況

257 伏木 町中地割れ、水
吹き出し浸水、
地盤破れ、水砂
噴出

258 伏木台
場東

4箇所地割れ

➢ 高岡市伏木ではほぼ同じ
地点と判断される箇所で
再液状化。

➢ 飛越地震の例からみると
166年程度ではまだ再液
状化する可能性があると
言えよう。

➢ 関東では例えば1923年関
東地震で液状化した箇所
は再液状化の可能性があ
るのでは。
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内灘砂丘から承水路、干拓地をのぞむ

▣ ▣：ボーリング位置
 ：砂丘断面
 ：測線

（国土地盤
情報データ
ベースに加
筆）

X

X’

：液状化発生地区

A

A’

2 2’

1
1’

1 1’

2
2’

2 2’

2
2’

1
1’内灘砂丘の土質および地下水位の特性
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(3) 砂丘内陸側縁辺部の緩やかな傾斜地
盤における液状化および地盤の流動



A11
(TP4.70, L1330m)

A17-1
(TP13.00m, L1170m)

A16
(TP11.18m, L1230m)

A25
(TP15.18m, L880m)

A30
(TP18.61m, L810m)

A10
（TP1.29m, L1500m)

0 500 1000 1500
-10

-5

0

5

10

15

20

25

距離 (m)

標
高

 (
m

)

粘性土層

砂層（砂丘）

砂層（砂州？）

日本海側 河北潟側

A A’

粟崎地区の砂丘の横断面

0 5 10 15 20
0

5

10

地表面標高H(m)

地
表
面
か
ら
地
下
水
面
ま
で
の
深
さ

H
1
(m

)

3

地下水面

河北潟日本海

推定される地下水面分布

➢砂層はN値が5～10程度の
緩い上部の層と，10以上の
少し締まった下部の層に分
けられるようである

➢一般に地下水位3mより深
いと地表面で液状化被害が
発生しないので、標高が3

～6mより高い所では、液
状化被害が発生しないこと
になる。

地表面標高と地下水面の深さ

(石原に
よる）
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➢ 液状化した緩やかな傾斜地盤が潟に向かって流動
していた。

➢ 標高約2～5.5mの範囲でこれらの被害が発生してい
ると考えられた。

1’
（地理院地図に加筆）

2’

0 200 400 600 800 1000 1200 1400 1600 1800

0

10

20

30

40

50

60

海岸からの距離 (m)

標
高

 (
m

)

日本海

砂丘へ
の道路

液状化
埋立地 干拓地

承水路

砂丘

（地表面の標高は地理
院地図のデータによる）

X-X’断面

（地理院
地図に追
記）

特に側方流動による被害が甚大であった西荒屋地区の被害状況

安田進・石川敬祐・笠原誠矢：内灘砂丘の特性と能登半島
地震での液状化による流動との関係、第59回地盤工学研究
発表会，23-12-3-05、2024.
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0 50 100
-2

0

2

4

6

距離(m)

標
高

 (
m

)

a)流動による引張りと沈下 b)流動による引張り亀裂 c)流動による圧縮と押上げ d)流動による引張り亀裂

2 2'県道一つ砂丘側の道路

（地表面の標高は地理院地図のデータによる）

2024.2.3 2024.2.32024.2.32024.2.3

内灘町西荒屋地区の2-2’測線に沿った断面

➢ この間の水平距
離は約120 m，標
高差は約3.5 mで
平均勾配は1.7°
とほんの少し傾
斜した地盤
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亀裂 旧道，
県道8号

0 50 100 150 200 250 300 350 400 450

0

10

20

30

40

50

60
昭和5年

現在

標
高

 (
m

)

距離 (m)

砂丘を切る前
砂丘を切った後

e)段差を伴う引張り亀裂 f)旧道への宅地の流れ出し g)被災と無被災の境付近 f)無被害の県道８号

2024.2.3 2024.2.3 2024.2.3

（地表面の標高は地理院
地図のデータによる）

1 1’

2024.4.7

内灘町西荒屋地区の1-1’測線に沿った断面

➢ 引張り亀裂が
はいって流動
が始まった標
高は約5.5 mで
あり，流動が
止まったのは
標高約2 m程度

➢ 砂丘を切らな
ければ流動し
た変位も狭
かったのでは
ないか推測さ
れる．
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